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川崎市認定こども園の認定の要件を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市認定こども園の認定の要件を定める条例 ○川崎市認定こども園の認定の要件を定める条例 

平成30年３月20日条例第14号 平成30年３月20日条例第14号

（法第３条第１項の条例で定める要件） （法第３条第１項の条例で定める要件） 

第３条 法第３条第１項の条例で定める要件は、次のとおりとする。 第３条 法第３条第１項の条例で定める要件は、次のとおりとする。 

(１) 当該施設が幼稚園である場合にあっては、幼稚園教育要領（学校教

育法（昭和22年法律第26号）第25条第１項の規定に基づき幼稚園に関し

て文部科学大臣が定める事項をいう。以下同じ。）に従って編成された

教育課程（第３条第７号アを除き、以下「教育課程」という。）に基づ

く教育を行うほか、当該教育のための時間の終了後、当該幼稚園に在籍

している子どものうち保育を必要とする子どもに該当する者に対する教

育を行うこと。 

(１) 当該施設が幼稚園である場合にあっては、幼稚園教育要領（学校教

育法（昭和22年法律第26号）第25条の規定に基づき幼稚園に関して文部

科学大臣が定める事項をいう。以下同じ。）に従って編成された教育課

程（第３条第７号アを除き、以下「教育課程」という。）に基づく教育

を行うほか、当該教育のための時間の終了後、当該幼稚園に在籍してい

る子どものうち保育を必要とする子どもに該当する者に対する教育を行

うこと。 

(２) 当該施設が保育所等である場合にあっては、保育を必要とする子ど

もに対する保育を行うほか、当該保育を必要とする子ども以外の満３歳

以上の子ども（当該施設が保育所である場合にあっては、児童福祉法（昭

和22年法律第164号）第24条第４項に規定する保育の利用に対する需要の

状況に照らして適当と認められる数の子どもに限る。）を保育し、かつ、

満３歳以上の子どもに対し学校教育法第23条各号に掲げる目標が達成さ

れるよう保育を行うこと。 

(２) 当該施設が保育所等である場合にあっては、保育を必要とする子ど

もに対する保育を行うほか、当該保育を必要とする子ども以外の満３歳

以上の子ども（当該施設が保育所である場合にあっては、児童福祉法（昭

和22年法律第164号）第24条第４項に規定する保育の利用に対する需要の

状況に照らして適当と認められる数の子どもに限る。）を保育し、かつ、

満３歳以上の子どもに対し学校教育法第23条各号に掲げる目標が達成さ

れるよう保育を行うこと。 

(３) 子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域における教育及び

保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認め

られるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うこ

と。 

(３) 子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域における教育及び

保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認め

られるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うこ

と。 

(４) 職員の配置について、次に掲げる基準に適合すること。 (４) 職員の配置について、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 次に掲げる基準に適合する数の教育及び保育に従事する職員が置か

れ、かつ、当該職員の総数が常時２人以上であること。 

ア 次に掲げる基準に適合する数の教育及び保育に従事する職員が置か

れ、かつ、当該職員の総数が常時２人以上であること。 

(ア) 満１歳未満の子どもおおむね３人につき１人以上 (ア) 満１歳未満の子どもおおむね３人につき１人以上 
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改正後 改正前 

(イ) 満１歳以上満３歳未満の子どもおおむね６人につき１人以上 (イ) 満１歳以上満３歳未満の子どもおおむね６人につき１人以上 

(ウ) 満３歳以上満４歳未満の子どもおおむね20人につき１人以上 (ウ) 満３歳以上満４歳未満の子どもおおむね20人につき１人以上 

(エ) 満４歳以上の子どもおおむね30人につき１人以上 (エ) 満４歳以上の子どもおおむね30人につき１人以上 

イ 幼稚園と同様に１日に４時間程度利用する満３歳以上の子ども及び

保育所と同様に１日に８時間程度利用する満３歳以上の子ども（以下

「教育及び保育時間相当利用児」という。）に共通する４時間程度の

利用時間においては、満３歳以上の子どもにつき１学級当たり35人以

下の学級が編制され、かつ、各学級に少なくとも１人の職員（以下「学

級担任」という。）が置かれていること。 

イ 幼稚園と同様に１日に４時間程度利用する満３歳以上の子ども及び

保育所と同様に１日に８時間程度利用する満３歳以上の子ども（以下

「教育及び保育時間相当利用児」という。）に共通する４時間程度の

利用時間においては、満３歳以上の子どもにつき１学級当たり35人以

下の学級が編制され、かつ、各学級に少なくとも１人の職員（以下「学

級担任」という。）が置かれていること。 

(５) 前号に掲げる基準に適合するために必要となる職員の資格につい

て、次に掲げる基準に適合すること。 

(５) 前号に掲げる基準に適合するために必要となる職員の資格につい

て、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 満３歳未満の子どもの保育に従事する職員にあっては、児童福祉法

第18条の18第１項（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12

条の５第８項において準用する場合を含む。）の規定による保育士又

は国家戦略特別区域限定保育士の登録（以下「保育士登録」という。）

を受けていること。 

ア 満３歳未満の子どもの保育に従事する職員にあっては、児童福祉法

第18条の18第１項（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12

条の５第８項において準用する場合を含む。）の規定による保育士又

は国家戦略特別区域限定保育士の登録（以下「保育士登録」という。）

を受けていること。 

イ 満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員にあっては、教

育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普通免

許状のうち幼稚園の教諭の免許状（以下「幼稚園教諭免許状」という。）

を有しているか、又は保育士登録を受けていること。ただし、学級担

任にあっては原則として幼稚園教諭免許状を有していることとし、教

育及び保育時間相当利用児の保育に従事する職員にあっては原則とし

て保育士登録を受けていることとする。 

イ 満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員にあっては、教

育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普通免

許状のうち幼稚園の教諭の免許状（以下「幼稚園教諭免許状」という。）

を有しているか、又は保育士登録を受けていること。ただし、学級担

任にあっては原則として幼稚園教諭免許状を有していることとし、教

育及び保育時間相当利用児の保育に従事する職員にあっては原則とし

て保育士登録を受けていることとする。 

(６) 施設設備について、次に掲げる基準に適合すること。 (６) 施設設備について、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 建物の面積（満３歳未満の子どもの保育を行う場合にあっては、満

２歳以上満３歳未満の子どもの保育の用に供する保育室、遊戯室その

他の施設設備の面積及び満２歳未満の子どもの保育の用に供する乳児

室、ほふく室その他の施設設備の面積を除く。）は、次の表の左欄に

ア 建物の面積（満３歳未満の子どもの保育を行う場合にあっては、満

２歳以上満３歳未満の子どもの保育の用に供する保育室、遊戯室その

他の施設設備の面積及び満２歳未満の子どもの保育の用に供する乳児

室、ほふく室その他の施設設備の面積を除く。）は、次の表の左欄に
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改正後 改正前 

掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積以上であるこ

と。ただし、設置後相当の期間を経過した施設（以下「既存施設」と

いう。）について保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園

として認定を受けようとする場合であって、イ本文（満２歳未満の子

どもの保育を行う場合にあっては、イ本文及びカ）に掲げる基準に適

合するときは、この限りでない。 

掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積以上であるこ

と。ただし、設置後相当の期間を経過した施設（以下「既存施設」と

いう。）について保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園

として認定を受けようとする場合であって、イ本文（満２歳未満の子

どもの保育を行う場合にあっては、イ本文及びカ）に掲げる基準に適

合するときは、この限りでない。 

 学級数 面積（平方メートル）   学級数 面積（平方メートル）  

 １学級 180   １学級 180  

 ２学級以上 320＋100×（学級数－２）   ２学級以上 320＋100×（学級数－２）  

イ 保育室又は遊戯室が設けられており、かつ、その面積が満２歳以上

の子ども１人につき1.98平方メートル以上であること。ただし、満３

歳以上の子どもに係る面積については、既存施設について幼稚園型認

定こども園又は地方裁量型認定こども園として認定を受けようとする

場合であって、その建物の面積（満３歳未満の子どもの保育を行う場

合にあっては、満２歳以上満３歳未満の子どもの保育の用に供する保

育室、遊戯室その他の施設設備の面積及び満２歳未満の子どもの保育

の用に供する乳児室、ほふく室その他の施設設備の面積を除く。）が

ア本文に掲げる基準に適合するときは、当該子ども１人につき1.98平

方メートル以上であることを要しない。 

イ 保育室又は遊戯室が設けられており、かつ、その面積が満２歳以上

の子ども１人につき1.98平方メートル以上であること。ただし、満３

歳以上の子どもに係る面積については、既存施設について幼稚園型認

定こども園又は地方裁量型認定こども園として認定を受けようとする

場合であって、その建物の面積（満３歳未満の子どもの保育を行う場

合にあっては、満２歳以上満３歳未満の子どもの保育の用に供する保

育室、遊戯室その他の施設設備の面積及び満２歳未満の子どもの保育

の用に供する乳児室、ほふく室その他の施設設備の面積を除く。）が

ア本文に掲げる基準に適合するときは、当該子ども１人につき1.98平

方メートル以上であることを要しない。 

ウ 屋外遊戯場が設けられており、かつ、その面積が次に掲げる基準に

適合すること。ただし、既存施設について、保育所型認定こども園又

は地方裁量型認定こども園として認定を受けようとする場合であっ

て、かつ、(ア)の基準に適合するときは(イ)の基準に適合することを

要せず、幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園として認

定を受けようとする場合であって、かつ、(イ)の基準に適合するとき

は(ア)の基準に適合することを要しない。 

ウ 屋外遊戯場が設けられており、かつ、その面積が次に掲げる基準に

適合すること。ただし、既存施設について、保育所型認定こども園又

は地方裁量型認定こども園として認定を受けようとする場合であっ

て、かつ、(ア)の基準に適合するときは(イ)の基準に適合することを

要せず、幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園として認

定を受けようとする場合であって、かつ、(イ)の基準に適合するとき

は(ア)の基準に適合することを要しない。 

(ア) 満２歳以上の子ども１人につき3.3平方メートル以上であるこ

と。 

(ア) 満２歳以上の子ども１人につき3.3平方メートル以上であるこ

と。 

-4-



4/8 

改正後 改正前 

(イ) 次の表の左欄に掲げる学級数に応じそれぞれ同表の右欄に定め

る面積に、満２歳以上満３歳未満の子どもについて(ア)により算定

した面積を加えた面積以上であること。 

(イ) 次の表の左欄に掲げる学級数に応じそれぞれ同表の右欄に定め

る面積に、満２歳以上満３歳未満の子どもについて(ア)により算定

した面積を加えた面積以上であること。 

 学級数 面積（平方メートル）   学級数 面積（平方メートル）  

 ２学級以下 330＋30×（学級数－１）   ２学級以下 330＋30×（学級数－１）  

 ３学級以上 400＋80×（学級数－３）   ３学級以上 400＋80×（学級数－３）  

エ 屋外遊戯場が、建物及びその附属設備（以下「建物等」という。）

と同一の又は隣接する敷地内にあること。ただし、保育所型認定こど

も園又は地方裁量型認定こども園として認定を受けようとする場合に

あっては、当該施設の付近にある次に掲げる基準に適合する場所を屋

外遊戯場に代えることができる。 

エ 屋外遊戯場が、建物及びその附属設備（以下「建物等」という。）

と同一の又は隣接する敷地内にあること。ただし、保育所型認定こど

も園又は地方裁量型認定こども園として認定を受けようとする場合に

あっては、当該施設の付近にある次に掲げる基準に適合する場所を屋

外遊戯場に代えることができる。 

(ア) 子どもが安全に利用することができること。 (ア) 子どもが安全に利用することができること。 

(イ) 利用時間を日常的に確保できること。 (イ) 利用時間を日常的に確保できること。 

(ウ) 子どもに対する教育及び保育の適切な提供が可能であること。 (ウ) 子どもに対する教育及び保育の適切な提供が可能であること。 

(エ) ウに掲げる基準に適合すること。 (エ) ウに掲げる基準に適合すること。 

オ 調理室が設けられていること。ただし、次のいずれかに該当すると

きは、この限りでない。 

オ 調理室が設けられていること。ただし、次のいずれかに該当すると

きは、この限りでない。 

(ア) 幼稚園型認定こども園において20人未満の子どもに対して当該

施設内で調理する方法により食事の提供を行う場合であって、必要

な調理設備を備えているとき。 

(ア) 幼稚園型認定こども園において20人未満の子どもに対して当該

施設内で調理する方法により食事の提供を行う場合であって、必要

な調理設備を備えているとき。 

(イ) 満３歳以上の子どもに対してのみ教育及び保育を提供する認定

こども園として認定を受けようとする場合であって、次に掲げる基

準に適合し、かつ、当該施設以外の場所で調理したものを搬入する

方法（以下「外部搬入」という。）により適切に食事の提供を行う

ことができると認められるとき。 

(イ) 満３歳以上の子どもに対してのみ教育及び保育を提供する認定

こども園として認定を受けようとする場合であって、次に掲げる基

準に適合し、かつ、当該施設以外の場所で調理したものを搬入する

方法（以下「外部搬入」という。）により適切に食事の提供を行う

ことができると認められるとき。 

ａ 子どもに対する食事の提供について、衛生管理の方法その他の

食品衛生に関する事項につき必要な注意をすることができる体制

が確保されていること。 

ａ 子どもに対する食事の提供について、衛生管理の方法その他の

食品衛生に関する事項につき必要な注意をすることができる体制

が確保されていること。 
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改正後 改正前 

ｂ 献立等について、栄養士から必要な栄養の指導を受けることが

できる体制が確保されていること。 

ｂ 献立等について、栄養士から必要な栄養の指導を受けることが

できる体制が確保されていること。 

ｃ 調理業務を適切に遂行することができる者と委託契約を締結す

ることができ、かつ、当該契約の内容が子どもの健康を確保する

ことができると認められること。 

ｃ 調理業務を適切に遂行することができる者と委託契約を締結す

ることができ、かつ、当該契約の内容が子どもの健康を確保する

ことができると認められること。 

ｄ 子どもの年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じて、食事の

内容、回数等について必要な配慮をすることができる体制が確保

されていること。 

ｄ 子どもの年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じて、食事の

内容、回数等について必要な配慮をすることができる体制が確保

されていること。 

ｅ 必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備

えていること。 

ｅ 必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備

えていること。 

カ 満２歳未満の子どもの保育を行う場合にあっては、乳児室又はほふ

く室が設けられており、かつ、その面積が満２歳未満の子ども１人に

つき3.3平方メートル以上であること。 

カ 満２歳未満の子どもの保育を行う場合にあっては、乳児室又はほふ

く室が設けられており、かつ、その面積が満２歳未満の子ども１人に

つき3.3平方メートル以上であること。 

(７) 教育及び保育の内容等について、次に掲げる基準に適合すること。 (７) 教育及び保育の内容等について、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 認定こども園における教育及び保育の内容は、法第６条の規定に基

づき、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（法第10条第１項の規

定に基づき主務大臣が定める幼保連携型認定こども園の教育課程その

他の教育及び保育の内容に関する事項をいう。）を踏まえるとともに、

幼稚園教育要領及び保育所保育指針（児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第35条の規定に基づき保育所

における保育の内容について内閣総理大臣が定める指針をいう。）に

基づいたものであること。 

ア 認定こども園における教育及び保育の内容は、法第６条の規定に基

づき、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（法第10条第１項の規

定に基づき主務大臣が定める幼保連携型認定こども園の教育課程その

他の教育及び保育の内容に関する事項をいう。）を踏まえるとともに、

幼稚園教育要領及び保育所保育指針（児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第35条の規定に基づき保育所

における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針をいう。）に

基づいたものであること。 

イ 教育及び保育の対象となる全ての子どもを対象とするものであるこ

と。 

イ 教育及び保育の対象となる全ての子どもを対象とするものであるこ

と。 

ウ 満３歳以上の子どもに対する学校教育法第23条各号に掲げる目標の

達成に向けた教育の提供と、保育を必要とする子どもに対する保育の

提供とを一体的に実施するものであること。 

ウ 満３歳以上の子どもに対する学校教育法第23条各号に掲げる目標の

達成に向けた教育の提供と、保育を必要とする子どもに対する保育の

提供とを一体的に実施するものであること。 

エ 集団生活の経験年数が異なる子どもを対象とすること等の認定こど エ 集団生活の経験年数が異なる子どもを対象とすること等の認定こど
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改正後 改正前 

も園に固有の事情に配慮したものであること。 も園に固有の事情に配慮したものであること。 

オ 教育課程及び保育所における保育課程の双方の性格を併せ持つ教育

及び保育の内容に関する全体的な計画並びに指導計画を作成し、教育

及び保育を適切に実施することができること。 

オ 教育課程及び保育所における保育課程の双方の性格を併せ持つ教育

及び保育の内容に関する全体的な計画並びに指導計画を作成し、教育

及び保育を適切に実施することができること。 

カ 施設設備、教材等の環境の構成について、子どもの年齢、発達の状

況、利用時間等の固有の事情に配慮したものであること。 

カ 施設設備、教材等の環境の構成について、子どもの年齢、発達の状

況、利用時間等の固有の事情に配慮したものであること。 

キ 小学校及び義務教育学校における教育との連携を図るものであるこ

と。 

キ 小学校及び義務教育学校における教育との連携を図るものであるこ

と。 

(８) 教育及び保育の質の確保及び向上を図り、かつ、子ども及びその保

護者を支援する事業を適切に実施するために必要な知識及び技術の習得

の促進その他の職員（当該認定こども園の長を含む。）の資質の向上を

図るための措置が講じられていること。 

(８) 教育及び保育の質の確保及び向上を図り、かつ、子ども及びその保

護者を支援する事業を適切に実施するために必要な知識及び技術の習得

の促進その他の職員（当該認定こども園の長を含む。）の資質の向上を

図るための措置が講じられていること。 

(９) 子育て支援事業について、次に掲げる基準に適合すること。 (９) 子育て支援事業について、次に掲げる基準に適合すること。 

ア 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律施行規則（平成26年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号。

以下「省令」という。）第２条第１号から第３号まで及び第５号に掲

げる事業のうち少なくとも１以上の事業（同条第１号から第３号まで

に掲げる事業にあっては、次に掲げる基準に適合する事業）を実施す

ること。 

ア 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律施行規則（平成26年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号。

以下「省令」という。）第２条第１号から第３号まで及び第５号に掲

げる事業のうち少なくとも１以上の事業（同条第１号から第３号まで

に掲げる事業にあっては、次に掲げる基準に適合する事業）を実施す

ること。 

(ア) 省令第２条第１号に掲げる事業にあっては、１週間につき３日

以上実施すること。 

(ア) 省令第２条第１号に掲げる事業にあっては、１週間につき３日

以上実施すること。 

(イ) 省令第２条第２号及び第３号に掲げる事業にあっては、全ての

開園日において実施すること。 

(イ) 省令第２条第２号及び第３号に掲げる事業にあっては、全ての

開園日において実施すること。 

イ 省令第２条第１号又は第２号に掲げる事業を実施する場合にあって

は、原則として、同条第４号に掲げる事業を併せて実施すること。 

イ 省令第２条第１号又は第２号に掲げる事業を実施する場合にあって

は、原則として、同条第４号に掲げる事業を併せて実施すること。 

ウ 保護者が利用を希望するときに利用することができる体制が確保さ

れていること。 

ウ 保護者が利用を希望するときに利用することができる体制が確保さ

れていること。 

(10) 管理及び運営について、次に掲げる基準に適合すること。 (10) 管理及び運営について、次に掲げる基準に適合すること。 
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改正後 改正前 

ア １の認定こども園につき１人の長を置き、一体的な管理運営を行う

ことができると認められること。 

ア １の認定こども園につき１人の長を置き、一体的な管理運営を行う

ことができると認められること。 

イ 開園日及び開園時間並びに教育及び保育の時間について、次に掲げ

る基準に適合すること。 

イ 開園日及び開園時間並びに教育及び保育の時間について、次に掲げ

る基準に適合すること。 

(ア) 開園日は、次に掲げる日を除いた日を原則とすること。 (ア) 開園日は、次に掲げる日を除いた日を原則とすること。 

ａ 日曜日 ａ 日曜日 

ｂ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休

日 

ｂ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休

日 

ｃ 12月29日から翌年の１月３日までの日（ｂに掲げる日を除く。） ｃ 12月29日から翌年の１月３日までの日（ｂに掲げる日を除く。）

(イ) 開園時間は、１日につき11時間を原則とすること。 (イ) 開園時間は、１日につき11時間を原則とすること。 

(ウ) 保育を必要とする子どもに対する教育及び保育の時間は、１日

につき８時間を原則とし、当該子どもの保護者の労働時間その他家

庭の状況等を考慮して、認定こども園の長が定めること。 

(ウ) 保育を必要とする子どもに対する教育及び保育の時間は、１日

につき８時間を原則とし、当該子どもの保護者の労働時間その他家

庭の状況等を考慮して、認定こども園の長が定めること。 

ウ 法第４条第１項各号に掲げる事項、法第28条に規定する教育保育概

要その他当該施設において提供されるサービスに関する情報を開示す

るために必要な体制が確保されていること。 

ウ 法第４条第１項各号に掲げる事項、法第28条に規定する教育保育概

要その他当該施設において提供されるサービスに関する情報を開示す

るために必要な体制が確保されていること。 

エ 入園する子どもの選考に係る客観的かつ公正な基準が定められてい

ること。 

エ 入園する子どもの選考に係る客観的かつ公正な基準が定められてい

ること。 

オ 児童虐待（児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）

第２条に規定する児童虐待をいう。）を受けた子ども、母子家庭等（母

子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第６条第５項に

規定する母子家庭等をいう。）の子ども、障害児（児童福祉法第４条

第２項に規定する障害児をいう。）その他特別の配慮を必要とする子

どもの受入れに関し必要な措置が講じられていること。 

オ 児童虐待（児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）

第２条に規定する児童虐待をいう。）を受けた子ども、母子家庭等（母

子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第６条第５項に

規定する母子家庭等をいう。）の子ども、障害児（児童福祉法第４条

第２項に規定する障害児をいう。）その他特別の配慮を必要とする子

どもの受入れに関し必要な措置が講じられていること。 

カ 子どもの健康及び安全を確保するために必要な措置が講じられてい

ること。 

カ 子どもの健康及び安全を確保するために必要な措置が講じられてい

ること。 

キ 子どもに食事を提供するときは、当該施設内で調理する方法により

行うこと。ただし、満３歳以上の子どもに対する食事の提供について

キ 子どもに食事を提供するときは、当該施設内で調理する方法により

行うこと。ただし、満３歳以上の子どもに対する食事の提供について
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改正後 改正前 

は、第６号オ(イ)ａからｅまでに掲げる基準に適合する場合に限り、

外部搬入により行うことができる。 

は、第６号オ(イ)ａからｅまでに掲げる基準に適合する場合に限り、

外部搬入により行うことができる。 

ク 事故等が発生した場合の補償を円滑に行うことができると認められ

ること。 

ク 事故等が発生した場合の補償を円滑に行うことができると認められ

ること。 

ケ 子どもの通園、園外における学習のための移動その他の子どもの移

動のために自動車を運行するときは、子どもの乗車及び降車の際に、

点呼その他の子どもの所在を確実に把握することができる方法によ

り、子どもの所在を確認することができると認められること。 

ケ 子どもの通園、園外における学習のための移動その他の子どもの移

動のために自動車を運行するときは、子どもの乗車及び降車の際に、

点呼その他の子どもの所在を確実に把握することができる方法によ

り、子どもの所在を確認することができると認められること。 

コ 通園を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこ

れらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないも

のその他利用の態様を勘案してこれと同程度に子どもの所在の見落と

しのおそれが少ないと認められるものを除く。）を運行するときは、

当該自動車にブザーその他の車内の子どもの所在の見落としを防止す

る装置を備え、これを用いてケの規定による所在の確認（子どもの降

車の際に限る。）を行うことができると認められること。 

コ 通園を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこ

れらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないも

のその他利用の態様を勘案してこれと同程度に子どもの所在の見落と

しのおそれが少ないと認められるものを除く。）を運行するときは、

当該自動車にブザーその他の車内の子どもの所在の見落としを防止す

る装置を備え、これを用いてケの規定による所在の確認（子どもの降

車の際に限る。）を行うことができると認められること。 

サ その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認定こども

園である旨の表示がされていること。 

サ その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認定こども

園である旨の表示がされていること。 
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川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

市条例（改正後） 市条例（改正前） 

○川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例 ○川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例 

平成26年９月５日条例第35号 平成26年９月５日条例第35号

（保育の内容） （保育の内容） 

第28条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和23年厚生省令第63号）第35条に規定する内閣総理大臣が定める指針に準

じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に

応じた保育を提供しなければならない。 

第28条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和23年厚生省令第63号）第35条に規定する厚生労働大臣が定める指針に準

じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に

応じた保育を提供しなければならない。 
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川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例 

○川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例 

平成26年９月５日条例第36号 平成26年９月５日条例第36号

第１節 利用定員に関する基準 第１節 利用定員に関する基準 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その

利用定員（法第27条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章

において同じ。）の数を20人以上とする。 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その

利用定員（法第27条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章

において同じ。）の数を20人以上とする。 

２ 特定教育・保育施設の設置者は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設

の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定

員を定めるものとする。ただし、法第19条第３号に掲げる小学校就学前子

どもの区分にあっては、満１歳に満たない小学校就学前子ども及び満１歳

以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

２ 特定教育・保育施設の設置者は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設

の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定

員を定めるものとする。ただし、法第19条第１項第３号に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては、満１歳に満たない小学校就学前子ども及び

満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

(１) 認定こども園 法第19条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 (１) 認定こども園 法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの

区分 

(２) 幼稚園 法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 (２) 幼稚園 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(３) 保育所 法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同

条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(３) 保育所 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分

及び同項第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設の設置者は、教育・保育給付認定保護者から利

用の申込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではなら

ない。 

第６条 特定教育・保育施設の設置者は、教育・保育給付認定保護者から利

用の申込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。）の設置者は、

利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもの数及び

当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教育・保育

施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。）の設置者は、

利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの

数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教育・

保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数

-11-

資 料３



2/13 

改正後 改正前 

える場合においては、抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当

該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

を超える場合においては、抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、

当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等

に基づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。）の設置者は、

利用の申込みに係る法第19条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ど

もの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同条第２号又は第

３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの

総数が、当該特定教育・保育施設の同条第２号又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教

育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子どもが優先

的に利用できる方法で選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。）の設置者は、

利用の申込みに係る法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同項第２号

又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合において

は、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子ど

もが優先的に利用できる方法で選考するものとする。 

４ 特定教育・保育施設の設置者は、前２項の選考の方法をあらかじめ教育・

保育給付認定保護者に明示した上で、選考を行わなければならない。 

４ 特定教育・保育施設の設置者は、前２項の選考の方法をあらかじめ教育・

保育給付認定保護者に明示した上で、選考を行わなければならない。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、利用申込者に係る教育・保育給付認定

子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、

適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の紹介その他の措置を

速やかに講じなければならない。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、利用申込者に係る教育・保育給付認定

子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、

適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の紹介その他の措置を

速やかに講じなければならない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 特定教育・保育施設の設置者は、当該特定教育・保育施設の利用に

ついて法第42条第１項の規定により市町村が行うあっせん及び要請に対

し、できる限り協力しなければならない。 

第７条 特定教育・保育施設の設置者は、当該特定教育・保育施設の利用に

ついて法第42条第１項の規定により市町村が行うあっせん及び要請に対

し、できる限り協力しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。）の設置者は、

法第19条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用について児童福

祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、できる限り

協力しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。）の設置者は、

法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用について

児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条第１項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、でき

る限り協力しなければならない。 
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（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育の提供を求められ

た場合は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定

証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合に

あっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第

７条第２項の規定による通知）により、教育・保育給付認定の有無、教育・

保育給付認定子どもの該当する法第19条各号に掲げる小学校就学前子ども

の区分、教育・保育給付認定の有効期間、保育必要量等を確認するものと

する。 

第８条 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育の提供を求められ

た場合は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定

証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合に

あっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第

７条第２項の規定による通知）により、教育・保育給付認定の有無、教育・

保育給付認定子どもの該当する法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前

子どもの区分、教育・保育給付認定の有効期間、保育必要量等を確認する

ものとする。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第13条 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育を提供した際は、

教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者に限る。）から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第

27条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

第13条 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育を提供した際は、

教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者に限る。）から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第

27条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設の設置者は、法定代理受領（法第27条第５項（法第

28条第４項において準用する場合を含む。）の規定により市町村が支払う

特定教育・保育に要した費用の額の一部を、教育・保育給付認定保護者に

代わり特定教育・保育施設の設置者が受領することをいう。次条において

同じ。）を受けないときは、教育・保育給付認定保護者から、当該特定教

育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第27条第３項第１号に掲げ

る額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設の設置者は、法定代理受領（法第27条第５項（法第

28条第４項において準用する場合を含む。）の規定により市町村が支払う

特定教育・保育に要した費用の額の一部を、教育・保育給付認定保護者に

代わり特定教育・保育施設の設置者が受領することをいう。次条において

同じ。）を受けないときは、教育・保育給付認定保護者から、当該特定教

育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第27条第３項第１号に掲げ

る額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとする。 

３ 特定教育・保育施設の設置者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定

教育・保育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で

特に必要であると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する

費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相

当する金額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から

受けることができる。 

３ 特定教育・保育施設の設置者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定

教育・保育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で

特に必要であると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する

費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相

当する金額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から

受けることができる。 
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４ 特定教育・保育施設の設置者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定

教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用

の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設の設置者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定

教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用

の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

(１) 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要す

る費用 

(１) 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要す

る費用 

(２) 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用 (２) 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用 

(３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 (３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どもの

うち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保

護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ

れ(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どもの

うち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保

護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ

れ(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

(ア) 法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 77,101円 

(ア) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 77,101円 

(イ) 法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ(イ)

において同じ。） 57,700円（政令第４条第２項第６号に規定する

特定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101円） 

(イ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

イ(イ)において同じ。） 57,700円（政令第４条第２項第６号に規

定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101円） 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どもの

うち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学

校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年か

ら第３学年までに在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ。）

が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者

に該当するものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どもの

うち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学

校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年か

ら第３学年までに在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ。）

が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者

に該当するものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

(ア) 法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修

了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除

く。）である者 

(ア) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３

学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者

を除く。）である者 

(イ) 法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・ (イ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する
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保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及

び２番目の年長者である者を除く。）である者 

教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年

長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

(４) 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用 (４) 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用 

(５) 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育施設の利用において通

常必要とされるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者に

負担させることが適当と認められるもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育施設の利用において通

常必要とされるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者に

負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合

は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った教育・保育給付認定

保護者に対し交付しなければならない。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合

は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った教育・保育給付認定

保護者に対し交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設の設置者は、第３項及び第４項の費用の額の支払を

求める際は、あらかじめ、当該費用の額及びその使途並びに教育・保育給

付認定保護者に費用の額の支払を求める理由について書面によって明らか

にするとともに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書に

よる同意を得なければならない。ただし、第４項の費用の額の支払に係る

同意については、文書によることを要しない。 

６ 特定教育・保育施設の設置者は、第３項及び第４項の費用の額の支払を

求める際は、あらかじめ、当該費用の額及びその使途並びに教育・保育給

付認定保護者に費用の額の支払を求める理由について書面によって明らか

にするとともに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書に

よる同意を得なければならない。ただし、第４項の費用の額の支払に係る

同意については、文書によることを要しない。 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第15条 特定教育・保育施設の設置者は、次の各号に掲げる施設の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。

第15条 特定教育・保育施設の設置者は、次の各号に掲げる施設の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。

(１) 幼保連携型認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「認定こ

ども園法」という。）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園

をいう。以下同じ。） 認定こども園法第10条第１項の規定に基づき主

務大臣が定める幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保

育の内容に関する事項 

(１) 幼保連携型認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「認定こ

ども園法」という。）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園

をいう。以下同じ。） 認定こども園法第10条第１項の規定に基づき主

務大臣が定める幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保

育の内容に関する事項 

(２) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受

けた施設及び同条第11項の規定による公示がされたものに限る。） 次

(２) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受

けた施設及び同条第11項の規定による公示がされたものに限る。） 次
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号及び第４号に掲げる事項 号及び第４号に掲げる事項 

(３) 幼稚園 学校教育法（昭和22年法律第26号）第25条第１項の規定に

基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程その他の保育内容に関す

る事項 

(３) 幼稚園 学校教育法（昭和22年法律第26号）第25条の規定に基づき

文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程その他の保育内容に関する事項 

(４) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生

省令第63号）第35条の規定に基づき保育所における保育の内容について

内閣総理大臣が定める指針（以下「保育所指針」という。） 

(４) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生

省令第63号）第35条の規定に基づき保育所における保育の内容について

厚生労働大臣が定める指針（以下「保育所指針」という。） 

２ 前項第２号に掲げる認定こども園が特定教育・保育を提供するに当たっ

ては、同号に掲げるもののほか、同項第１号に掲げる事項を踏まえなけれ

ばならない。 

２ 前項第２号に掲げる認定こども園が特定教育・保育を提供するに当たっ

ては、同号に掲げるもののほか、同項第１号に掲げる事項を踏まえなけれ

ばならない。 

（運営規程） （運営規程） 

第20条 特定教育・保育施設の設置者は、次に掲げる施設の運営についての

重要事項に関する規程（第23条において「運営規程」という。）を定めて

おかなければならない。 

第20条 特定教育・保育施設の設置者は、次に掲げる施設の運営についての

重要事項に関する規程（第23条において「運営規程」という。）を定めて

おかなければならない。 

(１) 施設の目的及び運営の方針 (１) 施設の目的及び運営の方針 

(２) 提供する特定教育・保育の内容 (２) 提供する特定教育・保育の内容 

(３) 職員の職種、員数及び職務の内容 (３) 職員の職種、員数及び職務の内容 

(４) 特定教育・保育の提供を行う日（法第19条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあっては、学期を

含む。）及び時間並びに提供を行わない日 

(４) 特定教育・保育の提供を行う日（法第19条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあっては、

学期を含む。）及び時間並びに提供を行わない日 

(５) 第13条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費

用の種類、支払を求める理由及びその額 

(５) 第13条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費

用の種類、支払を求める理由及びその額 

(６) 第４条第２項各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定

員 

(６) 第４条第２項各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定

員 

(７) 施設の利用の開始及び終了に関する事項並びに利用に当たっての留

意事項（第６条第２項及び第３項の選考の方法を含む。） 

(７) 施設の利用の開始及び終了に関する事項並びに利用に当たっての留

意事項（第６条第２項及び第３項の選考の方法を含む。） 

(８) 緊急時等における対応方法 (８) 緊急時等における対応方法 

(９) 非常災害対策 (９) 非常災害対策 
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(10) 虐待等の防止のための措置に関する事項 (10) 虐待等の防止のための措置に関する事項 

(11) その他施設の運営に関する重要事項 (11) その他施設の運営に関する重要事項 

第３節 特例施設型給付費に関する基準 第３節 特例施設型給付費に関する基準 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）

の設置者が法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、川崎市児童

福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成24年川崎市条例第56号）

に定める基準（保育所に係るものに限る。）を遵守しなければならない。 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）

の設置者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、川崎

市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成24年川崎市条例

第56号）に定める基準（保育所に係るものに限る。）を遵守しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設の設置者が、前項の規定により特別利用保育を提供

する場合には、当該特別利用保育に係る法第19条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定に

より定められた法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設の設置者が、前項の規定により特別利用保育を提供

する場合には、当該特別利用保育に係る法第19条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している同項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の

規定により定められた法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設の設置者が、第１項の規定により特別利用保育を提

供する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には

特例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３

項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及

び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条

第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。）」と

あるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。）」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、第13条第２項中「法第27条第３

項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣

３ 特定教育・保育施設の設置者が、第１項の規定により特別利用保育を提

供する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には

特例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３

項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及

び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条

第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。）」と

あるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。）」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「同号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」と、第13条第２項中「法第27条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が定め
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が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用保育を受ける者を除く。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける

者を含む。）」とする。 

る基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

保育を受ける者を除く。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を

含む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）

の設置者が法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法第34条

第１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）

の設置者が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法

第34条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設の設置者が、前項の規定により特別利用教育を提供

する場合には、当該特別利用教育に係る法第19条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定に

より定められた法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設の設置者が、前項の規定により特別利用教育を提供

する場合には、当該特別利用教育に係る法第19条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している同項第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の

規定により定められた法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設の設置者が、第１項の規定により特別利用教育を提

供する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には

特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第

２項中「利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ども

の数」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第２号に掲げる小学校就

学前子どもの数」と、「利用している同号」とあるのは「利用している同

条第１号又は第２号」と、「特定教育・保育施設の同号」とあるのは「特

定教育・保育施設の同条第１号」と、第13条第２項中「法第27条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・

３ 特定教育・保育施設の設置者が、第１項の規定により特別利用教育を提

供する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には

特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第

２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもの数」と、「利用している同号」とあるのは「利

用している同項第１号又は第２号」と、「特定教育・保育施設の同号」と

あるのは「特定教育・保育施設の同項第１号」と、第13条第２項中「法第

27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ

-18-



9/13 

改正後 改正前 

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を

除く。）」とする。 

(ア)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(イ)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を除く。）」とする。 

第１節 利用定員に関する基準 第１節 利用定員に関する基準 

第37条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業を除く。）の利用定員（法

第29条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以下、小規模保育

事業Ａ型（川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例

（平成26年川崎市条例第35号。以下「家庭的保育事業等基準条例」という。）

第31条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。第42条第３項第１号におい

て同じ。）及び小規模保育事業Ｂ型（家庭的保育事業等基準条例第35条第

１項に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。第42条第３項第１号において

同じ。）にあっては６人以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型（家庭的保育

事業等基準条例第37条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４項

において同じ。）にあっては６人以上10人以下、居宅訪問型保育事業にあ

っては１人とする。 

第37条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業を除く。）の利用定員（法

第29条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以下、小規模保育

事業Ａ型（川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例

（平成26年川崎市条例第35号。以下「家庭的保育事業等基準条例」という。）

第31条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。第42条第３項第１号におい

て同じ。）及び小規模保育事業Ｂ型（家庭的保育事業等基準条例第35条第

１項に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。第42条第３項第１号において

同じ。）にあっては６人以上19人以下、小規模保育事業Ｃ型（家庭的保育

事業等基準条例第37条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４項

において同じ。）にあっては６人以上10人以下、居宅訪問型保育事業にあ

っては１人とする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地域型保

育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域型保育

事業所」という。）ごとに、法第19条第３号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあっては、家庭的保育

事業等基準条例第46条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小

学校就学前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設置

して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育事業が、

事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員である事業主の雇用

する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等に係るものに

あっては共済組合等の構成員の監護する小学校就学前子どもとする。）及

びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第19条第３号に掲げる小学

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地域型保

育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域型保育

事業所」という。）ごとに、法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあっては、家庭

的保育事業等基準条例第46条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護

する小学校就学前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設

を設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育

事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員である事業

主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等に係

るものにあっては共済組合等の構成員の監護する小学校就学前子どもとす

る。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第19条第１項第３
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校就学前子どもに係る利用定員とする。）を、満１歳に満たない小学校就

学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとす

る。 

号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を、満１歳に満

たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して

定めるものとする。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第39条 特定地域型保育事業者は、教育・保育給付認定保護者から利用の申

込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

第39条 特定地域型保育事業者は、教育・保育給付認定保護者から利用の申

込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満

３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下こ

の章において同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合において

は、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できる方法で選考するものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この章において同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合に

おいては、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の

状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認

定子どもが優先的に利用できる方法で選考するものとする。 

３ 特定地域型保育事業者は、前項の選考の方法をあらかじめ教育・保育給

付認定保護者に明示した上で、選考を行わなければならない。 

３ 特定地域型保育事業者は、前項の選考の方法をあらかじめ教育・保育給

付認定保護者に明示した上で、選考を行わなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供の体制の確保が困難である

場合その他利用申込者に係る満３歳未満保育認定子どもに対し自ら適切な

教育・保育を提供することが困難である場合は、第42条に規定する連携施

設その他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する

等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供の体制の確保が困難である

場合その他利用申込者に係る満３歳未満保育認定子どもに対し自ら適切な

教育・保育を提供することが困難である場合は、第42条に規定する連携施

設その他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する

等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

第３節 特例地域型保育給付費に関する基準 第３節 特例地域型保育給付費に関する基準 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供

する場合には、家庭的保育事業等基準条例で定める基準を遵守しなければ

ならない。 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型保育

を提供する場合には、家庭的保育事業等基準条例で定める基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供
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する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地域

型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次条第１項

の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利

用地域型保育の対象となる法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第37条第２項の

規定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特

定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次条

第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第

37条第２項の規定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費（法第30条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、こ

の章（第40条第２項を除き、前条において準用する第８条から第14条まで

（第10条及び第13条を除く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第

33条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場

合において、第39条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第

１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」

とあるのは「同条第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（第52条第１項の規定により特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法

第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。）」と、「同号」とあるのは「同条第３号」と、「教育・

保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できる方法で」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定

する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法で」と、第43条第１項中「教育・保育給付認

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費（法第30条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、こ

の章（第40条第２項を除き、前条において準用する第８条から第14条まで

（第10条及び第13条を除く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第

33条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場

合において、第39条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第

19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満３歳未満保

育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章におい

て同じ。）」とあるのは「同号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども（第52条第１項の規定により特定利用

地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象と

なる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもを含む。）」と、「同号」とあるのは「同項第３号」

と、「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できる方法で」とあるのは「抽選、申込みを受けた順

序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、

基本方針等に基づく選考その他公正な方法で」と、第43条第１項中「教育・
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定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育

の対象となる法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、

同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条

第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」

とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供（第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する

費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用

地域型保育の対象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者

を除く。）」と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第30条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第

４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」

とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供

する場合には、家庭的保育事業等基準条例で定める基準を遵守しなければ

ならない。 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型保育

を提供する場合には、家庭的保育事業等基準条例で定める基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第19条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地域

型保育事業所を現に利用している同条第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特別利用

地域型保育を提供する場合にあっては、当該特別利用地域型保育の対象と

なる法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもを含む。）の総数が、第37条第２項の規定により定められた

利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第19条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特

定地域型保育事業所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特別利用地域型保育の

対象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第37条第２項の規定によ

り定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この章の

規定を適用する。この場合において、第43条第１項中「教育・保育給付認

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育

給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この章の

規定を適用する。この場合において、第43条第１項中「教育・保育給付認
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定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育

の対象となる法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係

る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第29条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象とな

る特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子

どもに係る第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する

費用」とする。 

定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育

の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第29

条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項中「掲げる

費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対

象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育

認定子どもに係る第13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に

要する費用」とする。 
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